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#11-09 

【２月２６日～３月４日】 

〔モルドバの報道をもとに作成〕 

平成２３年３月９日 

在ウクライナ大使館 
 

● ３日、アシュトンＥＵ外交・安全保障政策上級代表の来訪 

 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

▼大統領選挙に向けた動き 

・２７日、フィラト首相は、共産党との協議停止を要求する民主

党を非難、自由民主党は国家全体の利益のために大統領選

出の可能性を追求すべく共産党との協議を継続する旨発言。 

・２８日、ＡＥＩ内部情勢に関し、ディヤコフ民主党名誉党首は、

昨年の連立交渉協議中には想定し得なかった問題に関する

各党間の見解の相違が浮上している旨指摘。タナセ法相（自

由民主党所属）は、自由民主党と共産党の連立形成の可能

性はあり得ないとし、各党の結束の重要性を主張。ハダルカ

自由党副党首は、各党間の見解の相違はＡＥＩ内で解決され

るべきと発言。 

・１日、フィラト首相は、ＡＥＩは内部問題に直面しており、連立

各党の関係は極めて悪い状態にあると発言、各省次官の任

命に対する各党間の見解の相違に言及。 

・１日、市民団体「市民社会評議会」は、５月１日までに大統領

選出されなかった場合、国会を包囲し大統領選出を強制する

べく有権者に呼びかける旨宣言。これに対し、ギンプ自由党

党首は、国会議員への圧力は決して許されない旨非難。 

・３日、ヴォローニン前大統領は、最早ＡＥＩはルプ大統領代

行の大統領就任を希望していない旨発言。これに対し、ギン

プ自由党党首は、ＡＥＩは合意文書を履行するべく、８日以降

に大統領選出に関する協議を行う旨発言。 

・４日、ヴォローニン前大統領は、ＡＥＩがルプ大統領代行を大

統領候補に擁立する可能性は無くなった旨発言、ＡＥＩの内

部対立が大統領選挙実施日程を遅らせている原因である旨

指摘。 

▼改革に対する評価 

・３日、フィーレ拡大・欧州近隣政策担当欧州委員は、モルド

バにおける顕著な改革実施状況を称賛する旨発言。 

・３日、マケイン米上院議員は、再び国家を過去の暗い歴史

に誘おうとする内外の圧力に抵抗し、民主的改革を実行しよ

うとしているモルドバ政府を歓迎する旨表明。 

▼その他 

・２日、カルポフ国家再統合問題担当副首相は、フィラト首相

を委員長、カルポフ副首相を副委員長とする国家再統合委

員会の設立を発表。 

２．経済 

▼マクロ経済 
・１日、中央銀行は、２０１０年のＧＤＰ成長率が６．９％であっ

たと発表し、危機前の経済発展レベルを回復したと発表。 

▼農業 

・２日、国家食料備蓄庁は、政府が備蓄している８，６７０トン

の食用小麦をモルドバの製パン会社に配分すると発表。ブ

マコフ農業・食品産業相は、同措置は小麦価格高騰への対

応と説明。１日、バルティ製パン会社はパン価格を平均２

０％引き上げ。 

・２日、モルドバ果実生産者連盟は、今後１０～１５年間の果

実生産戦略を策定する専門家委員会を設置するよう関係省

庁に要請。 

▼その他 

・４日、ラザル経済相は、ＥＵがエネルギー部門に４，２６０万

ユーロを支援予定であると述べ、更にダイナミックな改革を

実施する予定であると発言。 

３．外政 

▼２～３日、ルプ大統領代行のストラスブール訪問 

・３日、ルプ大統領代行は、ブキッキオ・ベニス委員会議長

及びヤグランド欧州評議会事務局長と会談、モルドバの政

治状況及び改革継続の重要性等につき協議。ブキッキオ・

ベニス委員会議長は、モルドバ憲法改正は大統領選出後

に行うべきである旨提言。 

▼３日、アシュトンＥＵ外交・安全保障政策上級代表の

来訪 

・ルプ大統領代行及びフィラト首相はアシュトン上級代表と

会談、モルドバの欧州統合及びモルドバ・ＥＵ関係等につき

協議。 

・ルプ大統領代行は、アシュトン上級代表の訪問は改革継

続に対する支持を示す重要な政治シグナルである旨発言。 

・フィラト首相は、モルドバ内閣が２０１１年から２０１４年まで

の行動計画を承認したことに言及し、５月５日予定のモルド

バ・ＥＵ協力理事会会合の際に本年最初の活動結果報告が

行われる予定と発言。 

・アシュトン上級代表は、モルドバ現政府が比較的短期間に

一定の成功を収めた旨評価、ＥＵはモルドバの欧州統合に

関する最大限の支援を今後も与え続けることを保証する旨

表明。 

▼その他 

・２８日、ロイブ内務相は、外国人登録関連書類の受付が内

務省移民亡命申請局の統一窓口で行えることとなり、関連書

類の発行が１５～３０日で可能となった旨発表。 
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・２８日、ルプ大統領代行は、１億ユーロの無償支援プログラ

ム実施に関するモルドバ・ルーマニア政府間合意に関する

政府間追加議定書の批准に関する法律を発布する大統領

令に署名。 

・２８日、英国政府は、財政支援の対象となる貧困国のリスト

からモルドバを含む１６カ国を除外することを決定。 

・１日、ゲルマン外務・欧州統合次官は、モルドバがＥＵ査証

廃止を２０１２年末までに達成する見込みとのフィラト首相及

びレアンカ外務・欧州統合相の発言の妥当性を否定、かか

る発言は明確な意思の表明に過ぎない旨説明。 

・１日、レアンカ外務・欧州統合相は、ジェノバにおける国連

軍縮会議に参加、モルドバは沿ドニエストル地域の非武装化、

平和的手段による紛争解決、及び他国軍及び武器の撤退に

強い関心を示している旨言及、同軍縮会議の多国間軍縮交

渉機関としての重要性への期待を表明。 

▼世論調査 

［ＣＢＳ－ＡＸＡ］ 

・モルドバ国民が住みたい国 

ＥＵ：２９．３％、モルドバ：２８．１％、露、ウクライナ、ベラルー

シ及びカザフスタンとの同盟国家：１９．５％、ＣＩＳ：９％、ソ連

邦：８．４％、回答不可：５．６％ 

・調査は１月２８日から２月８日にかけて１，０３０名の成人を

対象に実施、標準誤差は３％以内。 

４．沿ドニエストル 

▼沿ドニエストル当局によるコルジョバ村長等の拘束 

・２日、沿ドニエストル当局は、ミツール・コルジョバ村長及び

コツォファン同議会議員の２名を拘束、７日間の拘禁を決定。 

・３日、沿ドニエストル「内務省」は、同措置は３月２日の沿ドニ

エストル紛争犠牲者追悼記念日関連行事の際にモルドバ国

旗を使用して住民を扇動した疑いによるものと発表。 

・３日、カルポフ国家再統合問題担当副首相は、沿ドニエスト

ル当局の措置の正当性を否定、モルドバ政府は同事案を注

意深く見守る必要がある旨発言。同日、共同管理委員会モル

ドバ代表団は、同問題が解決されるまで共同管理委員会へ

の参加をボイコットする旨表明。 

・４日、カルポフ国家再統合問題担当副首相は、ヤストレプチ

ャク「外相」と会談、同問題解決につき協議。 

・４日及び５日、ハマーバーグ欧州評議会人権委員長及びク

ジミン駐モルドバ露大使は、同問題解決に向けた支援を表

明。 

・５日、モルドバ政府は、ミツール・コルジョバ村長及びコツ

ォファン同議会議員が解放された旨発表。 

▼経済 

・２日、沿ドニエストル「経済相」は、１月のインフレ率を２．９

３％と発表。２０１０年のインフレ率は１３．２４％。 

▼その他 

・２８日、ヨハネス駐モルドバ独大使は、モルドバのＥＵ加盟

は沿ドニエストル問題が解決した後になる旨発言。 
・１日、フロア独外務省東欧・コーカサス・中央アジア特使は、

ヤストレプチャク「外相」と会談、沿ドニエストルのモルドバと

の交渉過程への復帰の必要性に言及。 

・２日、ルプ大統領代行は、沿ドニエストル問題は国際的影響

力のある第三国の介入によってのみ解決されうる旨発言。 

・２日、ベイヤー前駐モルドバ英大使は、カミンスキー「国会

議長」と会談、同地域の経済その他の各種問題につき協議。 

・３日、レムラーＯＳＣＥモルドバ代表部代表は、スミルノフ「大

統領」と会談、沿ドニエストルの「５＋２」公式協議復帰の必要

性に言及。 

 

 

 

※本週報ではモルドバの首都名「キシニョフ」（ロシア語読み）を暫定的に「キシナウ」（モルドバ語読み）と標記しています。 

（了） 


